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和解協議における対応を直接の契機とする解雇は客観的に合理的な理由がなく無効
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●業務の絶対量を変えずに、これまで認めてきた残業を許可しないことは問題か
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●社員が熱中症となり後遺障害が残った場合に会社は安全配慮義務違反を問われるか
●休職制度がなく、私傷病により欠勤3カ月となった場合、勤務不良での解雇規定により解雇することは問題か
●ワーケーションにおける往復交通費の負担と課税の考え方
●労働者死傷病報告書を提出する際の留意点
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